
負債の部

科     目 金     額

【流動負債】 【 345,099,574】

買掛金 60,163,184

未払金 21,294,421

リース未払金 3,613,662

未払消費税等 6,153,568

仮受金 305,650

未払費用 1,739,910

預り金 54,462,179

未払法人税等 83,014,800

賞与引当金 7,728,200

1年以内返済長期借入金 106,624,000

【固定負債】 【 333,244,467】

長期借入金 174,666,000

預り保証金 130,650,088

退職給付引当金 25,728,877

長期ﾘｰｽ未払金 2,199,502

負債の部合計 678,344,041

純資産の部

科     目 金     額

【株主資本】 【 927,737,257】

【資本金】 【 20,000,000】

【利益剰余金】 【 994,872,257】

利益準備金 5,000,000

（その他利益剰余金） （ 989,872,257）

別途積立金 50,000,000

繰越利益剰余金 939,872,257

【自己株式】 【 △87,135,000】

科     目 金     額

資産の部

【流動資産】 【 1,038,508,917】

小口現金 501,000

当座預金 498,385,422

普通預金 12,894,276

郵便貯金 6,215,993

定期預金 18,290,192

定期積金 32,119,094

未達預金 846,204

売掛金 342,659,422

商  品 72,315,062

投資有価証券 4,831,000

貯蔵品 5,555,560

前払費用 13,764,040

短期未収入金 32,304,218

短期貸付金 395,740

貸倒引当金 - 短期一括 △2,438,143

貸倒引当金 - 短期個別 △130,163

【固定資産】 【 567,572,381】

（有形固定資産） （ 374,708,212）

建  物 3,495,400

建物減価償却累計額 △3,315,121

構　築　物 11,853,269

構築物減価償却累計額 △10,437,123

設　備 1,024,075,236

設備減価償却累計額 △697,247,658

建設仮勘定 17,623,402

車両運搬具 4,473,331

車両運搬具減価償却累計額 △4,473,329

工具器具備品 19,585,159

工具器具備品減価償却累計額 △18,611,657

容　器 1,224,151

容器減価償却累計額 △1,224,147

少額減価償却資産 179,905,529

少額減価償却資産減価償却累計額 △166,820,594

土  地 2,826,123

機械装置 12,063,107

機械装置減価償却累計額 △6,004,233

リース有形固定資産 17,819,674

リース有形固定資産減価償却累計額 △12,102,307

（無形固定資産） （ 13,022,458）

長期前払費用 12,177,780

電話加入権 733,959

ソフトウエア 11,477,450

ソフトウェア減価償却累計額 △11,366,731

（投資その他の資産） （ 179,841,711）

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社フジプロ

2024年  6月30日　現在



純資産の部

科     目 金     額

純資産の部合計 927,737,257

負債・純資産の部合計 1,606,081,298

科     目 金     額

資産の部

子会社株式 10,000,000

投資有価証券 1,690,000

出資金 2,539,200

長期貸付金 962,871

預入保証金 87,005,476

敷  金 48,000

積立保険金 57,268,095

長期営業債権 350,295

破産債権等 319,509

貸倒引当金 - 長期(一括) △6,000

貸倒引当金 - 長期(個別) △669,804

長期繰延税金資産 20,334,069

資産の部合計 1,606,081,298

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社フジプロ

2024年  6月30日　現在



個 別 注 記 表

株式会社フジプロ

自 2023年  7月 1日  至 2024年  6月30日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（1）資産の評価基準及び評価方法

　　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　ア　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　イ　その他有価証券
　　　　　　市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により処理）

　　　　　　市場価格のない株式等
　　　　　　移動平均法による原価法

　　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　ア　商品
　　　　　　最終仕入原価法による原価法

　　　　イ　貯蔵品
　　　　　　最終仕入原価法による原価法

　（2）固定資産の減価償却の方法

　　　①建物
　　　　定額法（平成１０年３月３１日以前に取得された建物については定率法）

　　　②建物以外の有形減価償却資産
　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したもの
　　　　旧定率法

　　　　平成１９年４月１日以後に取得したもの
　　　　定率法

　　　③無形固定資産
　　　　定額法

　　　④リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　（3）引当金の計上基準

　　　 貸倒引当金　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、
　　　　　　　　　　　　 　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
　　　　　　　　　　　　　 　額を計上

　　 　賞与引当金　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担分を計上

　　　 退職給付引当金　　　　退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
　　　　　　　　　　　　　　 適用

　（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　①　消費税等の会計処理
　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用


